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在 日現法の進化 と所属するふたつのネッ トワーク
在 日現法を取 り巻 く環境の変化
在 日現法に期待 される役割と機能ゐ変化
1。は じ め に
近年、多国籍企業(以.下、「MNC」と呼ぶ)が 日本に設立 した現地法人(以 下、「在 日現
法」ωと呼ぶ)の うち、複数の企業において、本社、あるいは、日本以外に設立 された現地
法人(以 下、「在外現法」 と呼ぶ)と の関係の中で、期待 される役割 と機能に変化が生 じて
いる。本稿では、その現象 を見極めるとともに、在 日現法に生 じる影響 を把握することで、
在 日現法の今後の成長や発展に寄与することを目的としている。
t:記の目的に向け、本稿の分析対象はアメ リカ合衆国を本籍国 とす る(以.下、「米系」 と
呼ぶ)製 造MNCと しているbそ の理由としてはまず、本籍国が異なることで生 じる文化的、
経済的、政治的、地理的な側而での差異による影響を排除するため、本籍国をひとつに特定
している。そのうえで米系 と特定したのは、①第.二次世界大戦以降の日本との国家間関係が
他国と比較して安定 していること、②在n現 法 を設立 したMNCに 米系が多いこと、③設立
してか ら歴史が長い在 日現法が多いこと、の3点 に因る。また、製造業に特定 した理由とし
ては、①業種の差異による影響 を排除すること、②在日現法 としての歴史が最 も長い業種で
あること、の2点 がある。
さらに本稿では、.ヒ記の前提に基づ き、在 日現法に期待 される役割 と機能の変化の把握を
目的 として、売上および従業員規模の大 きい順 に選択 した在 日現法の3社 、 日本アイ ・ビ
ー ・エム株式会社 似 下、「日本?BM」と呼ぶ)、富士ゼロックス株式会社(以 ド、「FX」と
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呼ぶ)、 日本 ヒュ ー レ ッ ト ・パ ッカー ド株式 会社(以 下 、「日本HP」.と呼ぶ)を ケース と し
て取 り上 げてい る。 ζの3:社に おける県 体的 傘事例 分析 か ら、.変化に よ る影響 と今後の成 長
や発展 に向けての要 素 を帰納 的に抽 出 してい.くごと とする。
分析 にあ たって本 稿 で は、 「所属 す るふ たつ の ネ ッ トワー クの相 対 的重 要性 のバ ラ ンス
(DualOrganizationalldentification(DOI))が在外現法経営 を難 しくす る」[VoraandKostova,
20〔)7]との見解 を支持 し、在 日現法 を、① 日本の ビジネス環境 と②MNCの 内部 ネ ッ トウー
クのふ たつ のネ ッ トワー クに埋め込 まれ、双方の重要性 を都度 見極め なが ら、戦略的行動 を
選択す る存在 と定義 す る。 その うえで、ふ たつのネ ッ トワークが交わ る点 にあ る在 日現法が、
成 長や発展 を目指 して戦 略的に行動す るこ とを.可能 とす る条件 と限界 につ いて、明確 にす る
ことを意図す るもの であ る。
2.在外現法の進化 と所属する.ネッ.トワークに関する先行研究
先行 研 究 か ら、 在 日現 法 を含 め た在 外 現 法 はMNC本 社 に 従属 した付 属 物 で はな く、
MNCの 内部ネ ッ トワー クにお いて、 自律 的に戦略 的 な行 動 を とる よ うに進化 す る([吉 原
eta1.,1994】[BirkinshawandHood,1998]CGeppertetal.,2003][Andersonetal.,2005]など)
存在 で あることが確認 されて お り、類型化 とモデル化([Malnight,1995][Birkinshaw,1998】
[Delany,2000】など〉.も試 み られて いる。 これ らの先行研 究の成 果 か ら、在外現 法が所属す
るふたつの ネッ トワー クとの関わ り.のなかで在 外現法が進:化.する過 程は、以..ドの とお りに説
明 され る。
まず、在.外現 法は、所 属す るMNCに お いて、MNCを 構成 す るすべ て の機構 を.含む差別
化 された ネッ トワーク(differentiated.neTwork)に、顧客 やサ プ ライヤ とと もに埋 め込 まれ
る(Embedded))ことで、個 別の戦略策定 において制約 を受 けて いる[NohriaandGhoshal,,
1997]。その ため、選 択可 能 な戦 略.は本 社 が定 め るビジネ ス領域 に制限 され る ことが典型 的
[BirkinshawandHood,1998]であるため に、MNCの 内部 ネ ッ.トワークに存在 する.資源につ
いて、他 のユニ ッ.トと共有 せ ざる えな.い制約 に直 面す る[Bir#inshawandMorrison,1995]。
その制約 に対 して在外 現法 は、他 の在外現法 と.の横 方向の連携 を確立 す ることで、将来 への
生 き残 り策 の模索[BirkinshawandHood,19981や、MNCの 内部.ネッ トワーク全体 に対す る
影響 力の確 立[Anderssonetal.,2007]を試み る。.この時に在外現法 は、MNC本 社 か らの要
求 と自 らの進化 への意 思 を調整 して戦 略的 に行 動す る、 その戦略 的行動 は、MNCの 内部ネ
ッ ト.ワー ク での特殊性 が確 立 さ.れることでよ り活 発にな る[BirkinshawandHood,19981。
こ こにおいて、在 外現法 がMNCの 内部 ネ ッ トワークにおい て特殊性 の確立 を.可能 とす る
要 因 と して、在 外現 法が所属 す る国や地域 似 下 、「ホ.スト国Jと 呼ぶ)の ネ ッ トワークに
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埋 め込 まれ てい る(E宝terna1Embeddedlless)深.さが.あげ られ る,以 下 に詳述す る。
まず、.ホス ト国の ネ ッ トワー.クに埋 め込.まれ.ることの価tが 、MNG.の内部 ネ ッ トワーク
において在外現 法が獲.得す る"sourceofpower.(力の源)"に なる.〔AnderssonetaL,zooz]こ
とが指摘 され る。 これ は、MNCのIM部 ネ ッ トワーク とホ ス ト鐘の ネ ッ トワークとの閲に存
在す る 「構造 的 な間隙(StructuralHoles)」..の位置 に在外 現法 が介在す ることで 「ネ ッ トワ
ーク中心性(centrality)」を獲得 し、 それに伴 う能力 を得 る[浅 川,2003]と説明で きる。 ま
た、 ホス ト国の ネ ッ トワークへ の浸透.の深 さは、.ホス ト国で の在 外現法 の業績 を規定 す る一
因 とな る[Rowleyetal,,2000]。そ こで、 ホス ト国のネ ッ トワ.一ク.への浸透の深 さは、MNC
の内部 ネ ッ トワークにおけ る在外現 法の重要性 を.図る指標[AnderssonandForsgren,1996]
[Anderssonetal.,2002]となるとと もに、在外現法 において固有の価値 が創造 され る根拠 に
もな る[TaggartandHood,1999][Anderssonetal.,2005]。.すなわ ち、在外現法 がホス ト国の
ネ ッ トワークに深 く浸透 す る ことは、MNCの 内部 ネ ヅ トワー クにお いて特殊性 を獲 得 し、
自立 的に戦 略的 な行動 を行 うこ とを可能..とす.るた.めの重要 な要素で あ ることが確認 され る。
.....一方で、在外 現法 が ホス ト国の ネ ッ トワーク.に深 く埋 め込.まれす ぎることで、MNC全 体
に負の影響 も及ぼ す こと もあ る。 まず、在外.現法が長期 的に、 よ り深 くホス ト国の ネ ッ トワ
ークに埋 め込 まれて いる場 合、 ホス ト国での問題へ の関心 がMNC内 部の問題 よ りも優 先 さ
れ やす くな り、MNC全 体 に貢献す ることへ の関心が.減少 しやすい[Anderssonetal.,2007]。
また、在外現法 で の戦 略的行 動が活 発にな ると、MNCの 内部.ネッ トワーク全体への理 解や
興味 が分散 され、不安定 な状況 に陥 らせ る[Mahake.etal.,LOO7j.そのため、MNC本 社 に特
定 ホス ト国の ネ ッ トワークに.関す る知識 が多 く保持 され てい る場合 、ホ:スト国の ネ ッ トワー
クにおける在 外現法の影響 力 を抑制す るLEInderssonetal.,2607]。.
3.在 日現法の進化 と所属 するふたつのネ ッ トワーク
前節で確認 した在外現法の進化 と所属するふたつのネッ トワークの関係について、3社の
事例を通 じて確認 される在 日現法で生 じた現象への分析 を以下に記載する。
かつて1950年代前半までの米系製造MNCは 、本籍国 にて研究開発を行い、その成功を
優位性の源泉 として国際的に事業展開す る存在だ とされて きた([Hymer,19601[Vbrnon,
1966][Dunning,1981】など)。米系製造MNCの 在 目現法 においても、3社の設立時点では上
記のMNC観 と一..・致 していた。 日本IBMは第二次世界大戦以前か ら日本に進出 しているが、
1950年代までの日本市場は企業の購買力も弱 く、進駐軍 と朝鮮戦争の前線にいる米軍を主要
顧客としていた。1960年代になると日本企業の購買力の上昇と並行 してIBMの主力商品が






ゆえ.、日本の顧客か らの強い希望で外資法(当 時).の例外とも言 える措置で、設立 当初か ら
ほぼ100%米国資本の在.日現法の設立が認め られて.いる。FXと[本HP.は外資法に従い米国






事情から厳 しい日本市場での競争を戦いな:が.ら、 日本市場その ものの成長に後押 しされ、拡
大 していく。 日本IBMは、当時の通産省.が支援す る国策的 「プラグ互換機ベンダ」の 日本
電気や富士通、 日立製作所の挑戦 を.受け.た め、.日本での.商慣習に溶け込み、偏見の排除に
努める必要があった。そこで 「日本化路線」.[.椎名.,2001P107Lを推進することになる.ま
た、製品競争力が圧倒的であったために、製品の日本向けカスタヤイズにMNC本 社か ら.協
力が得られなかった。 そこで、自らの.製.品開発力を醸成 させ る必要が生 じ、MNC内 での特
殊性.を確立 してい く。 これは前節で確認 した とお り、.ホ.スト.国へ.:の浸透 を深めることが
MNC内部での特殊性の確.立に貢献している。.
同時期のFXは 、前述の とおり.冨士フ ィル.ムの意志が.強く反映された合弁企業であうたた
め、基礎技術以外にXeroxの支援 と理解.を.期待せずに自らの開発力を高め、1独自路線 を進ん
でいる。この背景には、当時の本籍国の普通紙複写機業界が、 口本企業との 「全滅す るまで
終わることのない戦争」[Kerns,1992=1993P88】と当時の本社CEOが述懐するほどの激 し
い競争状況にあつたことがあげられよう。.本籍国におい'Zさ.え全滅の危機感を覚悟す る日本
企業 と激 しい競合 状態にあるなか、[本 企業の本uで ある日本市場 にあるFXに は、
Xeroxへの追従や製品開発の依存という選択肢はなかったと類推で きる。




発製品に頼 ることはで きません」[吉原,2992bI?119]と宣言 し、Xeroxか.ら独立的で あろう
とし.た姿勢 とは.大きく異な.る,、B本HPは当初よりHPに近づ くため、HPを理.解しようと
.していた
。 この背景には、M&Aを繰 り返すこと.で経営資源を獲得 し、経営基盤 を強化 して
きたHP(z;では、経営哲学である"HPWay"による求心力の維持向上 を経営の根幹に置 き、







略的に行動できる独立企業体へと進化 を遂げることになる。 さらに日本IBMとFXは 白ら基
礎研究を行 うまでに至り、..とも.に1兆円企業 となっ.た:。こめ時点でこの2社 と日本HPと の




JapaninlBM."であったことにも象徴 されている。 ビジネスの特性が、① 「信頼取引」、②
rカシ ・カ リの論理」、③ 「根回し」の3つ である..[清水,1994]ともいわれる日本市場で ビ
ジネスを展開す る在 日現法は、「日本社会に特有の人間関係のあり方が組織運営で重要な位
置をしめている」【中fr条,20061ことを前提 とする:必要があり、市場に浸透する深 さが成長や
進化の度合いを規定 していることが伺 える。これは、.在日現法の経営様式が 「日本人の最高
経営責任者の もとでr「本的経営が行なわれて」いる[吉原etal.,.1994]との指摘からも補完
される.。
また、1980年代の3社 に共通す る事象 して、[本 企業のTQC.をMNC本.社に 「逆輸入」
していることが挙げられる乙これは、当時の米系製造MNCが 日本の製造業の経営手法 を評
価 してお り、.その価値め高さが日本市場に深 く埋め込まれつつあった在日現法の、MNC.の
内部ネ ットワ.一クにおける特殊性の獲得に貢献 したと醤 え.よう∴そし.て.ユ990年代には日.本
経済の好況 もあり、3社とも在.日現法独自のビジネス.を戦略的に展開.している。
その....・方で、他の在外現法 との横方向の連携を確立する行動は、日本IBMおよび日本HP
ではほとんど確認 されなかった,こ れは、.前述 までのとおりに、日木市場の成長性 と日本企
業のグローバル市場でのプレゼンスの高 さの後押 しで、MNCの 内部ネッ トワークにおいて
一一・定の特殊性を獲得できていたため.に、他.の在外現法と連携する必要がなかったことが原因
と考え得 る。その点では、FXは.1965年からフィリピンに拠点を構えるなど日本以外の在外
現法 を自らの戦略で開拓 し、199Q年にアジア地域の事業権を買い取 るに至 る6あ わせて
Xerox製贔のうち小型機において、「1本で開発 ・製造 した製品を世界に輸出す る.までになり、
日本IBMや日本HPと 比較 して、より強い特殊姓 をMNCの 内部ネッ トワークにお.いて確立
できていた、と言えようb





るが、 日本IBMと 日本HPは それ ぞれ のMNCの 一JAI,である ことを前提 にMNCに 貢 献す る
こ とを意 図 して い たの に対 し、FXはMNC本 社 との対 等 なパ ー トナ シ ップ を前提 として、
自 らもMNCと な るまでの独立的 な成長 を意 図 していた、 と考 え得 る。
4.在日現法を取 り巻 く環境の変化
前節 までの とお り在 口現法が 日本市場で成長 し、戦略的拠点へと進化す る......'方で、MNC
を取り巻く経営環境は、1980年代後半からグローバル規模で大 きく変化 していた。まず、移
行経済の登場とそれに伴 う新たなマーケ.ットの発見と、それを.促したナショナリズムの台頭




この環境変化を受けて、米系製造MNCは 「無国籍化」 と 「単国籍化」[Jones,2006】に進
んでいく。これはMNCの 組織が ネッ トワーク型に移行するとともに、バ リューチェーンの
分断が可能 となることで起 きている現象とい える。「無国籍化」とは、①世界中に分散する
資源を利用して新たな価値創造 を行 うこと、②グa一バルに展開する企業内のネッ トワーク





は外部化 して.切り離すことをい う。今井賢...一と金子郁容が指摘 したとおり、組織がネッ トワ





づ き.本籍国である米国と相対的に比較をすると、図表1お よび図表2の とおり、1986年か ら
2000年にかけては伺等かそれ以上であった、ひとりあたりの国内総生.産(GrossDomestic





















































































































































































































































































f3本市場の地位低下は、在 日現法に期待 される役割と機能に大 きな影響を及ぼ していると
考えられる。その根拠は、在日現法が設立された.理由との比較から.見出せる。
1991年に吉原英樹 を中心 とLた神戸大学経済経営研究所外資系企業研究グル ープが!992
年1A～3月 に実施 したアンケー トに基づ く分析[吉原,1992a],!n原etal.,1994】によると、
在 日現法が設立された理由としては次ページの図表3に あるとおり、「日本市場の規摸と成





なお、2番 目に回答が多い 「グローバル戦略で重要」については、吉原の解説に従 うと、
前節で触れたように、 日本の製造業が国際市場で高いプレゼンスを示 していたことが反映さ




続 く3番Nの 「アジア進出の拠点」についても日本市場の状況 はかなり.厳しい、現在では、
いわゆる開発独裁体制を敷いたセ7ガ 環7ル が、 と己くに米系企業のア.ジア准出の拠点 となっ
ている。なお、シンガt一 ルは本節で検討を した 「ひとりあたりGDP」で2007年に 日本 を
上國 り、アジア地域の最上位国家となっている。また、シンガポール躍進の背景のひとつに
は、外国資本の誘致に対する国家施策の違いがある.、、営業 コス ト、公的規制、法人>f〈の面
で、シンガt一 ルに比べて日本は不利な条件となっている。 また、o教 膏において もシン
ガt一 ルでは英語を公用語のひと.つとして.いるため、米系MNCに とって、シンガポールの
方がアジアの中心拠点 として選択 しやす.い条件が揃.っているといえよう。 さらに 「アジア進
出の拠点」 という観点からは、中国とイン ドへの展開を見据 える必要がある。その点で もシ
ンガポール国民の民族構成が、華人(中 華系>76.7%1マレー系14%、インド系(印 僑>7,9%






日本市場の規模と成長性に注目 561 25.?_ 66h57%.247i30.4% 369 25.4%a
日本がグローバル戦略で重要なため zs 11.3% 10725.5% 194 23.9ｰ 326 22.4ｰ1
アジアの拠点とするため 4C 18.0ｰ 4911.7%.L. 70 8.6 159 10.9%a
情報(市場 と技術の)収集 7 3.2%, 40i9.5% 62 7.6% 109 7.5ｰ/
収益性が高いため 18 6.1 34 s.ir 47 5.8ｰ/ 99 6.8
日本の有能な人材の活用 7 3.2ｰ/ 26 6.2 57 7.0 90 6.2%
競争のないニッチ市場が.あ.る 23 10.4 2A1 57ｰ/ 4i 5.0ｰ/ 88 s.ii
日本の技術 ・ノウハウの獲得 4 1.8 28 6.7 32 3.9% 64 4.4ｰ/
日本の競争企業に接近する 5 2.3ｰ/ 27 8.4ｰ/ 26 3.2 58 4.00
日本の原材料 ・部品め利用. 8 3.6 17 4.0 29 3.6 54 3.7ｰ/
日本の保護主義の克服 5 2.3 C o.oi .5 0.6ｰ/ is 0.7%
合計1 zzz 100.0 420 ioo.oisiz ioo.oi 9454 100.0ｰ
出所;[.Lu原etai,1994Y.34]
5.在臼現法に期待 される役割と機能の変化
前節で述べた環境変化は、設立時に在 目現法が期待 され.ていた役割や機能からの見直 しや
規模の縮小につながることが容易に類推でき惹,さ らに、グローバルM&Aが 現実化 してい








グローバル規模の経営環境の変化に対応 して、MNC本 社はそ.:れそれに大規模な変革 を断














前後で12:.万人か ら8万人となった後、合併で14.万人にな った.(2009年にEpSを合併 し、
現在は30万人)。この大規模な分割 ・合併 を繰 り返す中で求心力を強化するとともに、合併
による重複の排除を契機.に業務レベ.ルのグG一 バル統合を強力に推進 していく。 この統合は
「グローバル共通化比率!1峰,2008P1181〔3}を掲 げ、機能面での合理化 ・.共通化を、・コス ト
最適な経営資源の再配置と同時に、 グ.ロー バル規模で展開 している。例 えば、 日本HP従 業
員の交通費精算処理や.管理会計土の.集計 などの定型作業は、大連 仲 国)や クアラルンプル.
(マレーシア)に 設置 されたオフショアセンタにnを.理 解する現地スタッフを配置 して
対応 している。またHPで は リージ ョン単位に分権 された経営管理方式を採用.し、日本HP
はシンガポールに配躍 されたリージョンHQ配 下に置かれている。海外出張や人材採用、社
員教育、特別値下げなど、経営に影響が大きい費用の発生はすべてリージョンの承認を要.し、
徹底 したコス ト制御が行われている。 それに応 じて、 日本HPで は英語活用能力の必要性が










に変化 した、なお、開発 ・製造拠点であった神戸事業所は売却 され、現在 は保有 していない。
.一方でXer【)xは1990年以降販売不振が続いたことで急速 に弱体化 していった。IBMが凋
落 した時期と符号する。だがFXは 日本iBMと異なり、Xeroxからの影響をほとんど受けて
いない、む しろ、Xeroxの救済を目的に、.アジ.ア全域 と中国の事業権 を買い取 るとともに、
自社株式 を合弁の もう一}iの株主である富士フイル ムに.売却 した。MNC本 社の危機 を在外




.上記までに確認 され る変化 したこと/変.化しないことを含め、.本稿で記述 してきた分析か
ら、以...ドのことが示唆 される。
① 在外現法は》MNCの 内部ネッ トワークにおいて特殊性 を獲得することで、.一定の範
囲で、MNC本 社か ら自立的に戦略的な行動をとることが許容 される
② 「ホス ト国市場の.成長性1お よび.「ホス ト国 を本籍 国とする企業のグp一 バル市場で
.の高.いプレゼンス」が、在外現法が.MNCの内部ネッ トワrク にお.け.る特殊性を獲得
する要因 となり得る
③ 在外現法の進化の度合いは、ホス トu,場への浸透度合いに応 じて差異が生 じ.る
④ 在外現法が獲得 したM.NCの内部ネ ッ トワークにおける特殊性 は永続的ではな く、
MNC本社による事.業戦略の変更や事業環境の変化の影響を強 く受ける
⑤ ④にかかわ らず、一定の条件を満.たした在外現法は、MNC本社の変化からの影響 を
受けず、戦略的な行動を継続できる。その条件は、MNCの 内部ネ ットワークにおい
て、他の在外現法に対 して相対的な特殊姓 を維持し続けることと考え得る
先行研究.のとお り、在外現法がホス ト国のネッ トワークに深 く埋め込 まれることで特殊性
を獲得 されることが再確認 された6た だし、それは在外現法での自立的な戦略的行動を継続
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